
苫小牧市立樽前小学校への特認入学に関する取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、緑豊かな自然環境に恵まれた苫小牧市立樽前小学校において、自然

との触れ合いの中で豊かな人間性を培い、体力づくりを通して心身の健康増進を図ると

ともに個性豊かな児童を育成することを目標とする教育の普及を図るため、本市内に住

所を有する児童で当該小学校での教育を希望するものを受け入れることを目的とする。 

 

（特認校） 

第２条 次に掲げる小学校は、平成７年４月１日から特認校とする。 

 

 

 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、「特認校」とは、本市内に住所を有する保護者の申立てにより、

当該保護者の児童について、第１条に規定する教育目標を掲げる小学校（正規の通学区

域以外の小学校に限る。）への入学（以下「特認入学」という。）のため、苫小牧市教育

委員会（以下「委員会」という。）が特別に指定変更の許可をする当該小学校をいう。 

 

（学級の編制） 

第４条 特認校は、複式学級で編制する。ただし、１年生を含む学級の場合その他教育長

が認める場合は、単式学級として編制することができる。 

 

（入学の条件） 

第５条 特認校に入学できる児童は、次の条件を満たすものでなければならない。 

（１） 通学上の条件 

   ア 徒歩又は交通機関（乗継ぎを含む。）を利用する場合は、自宅から学校までの片

道の通学時間についておおむね１時間程度とする。 

   イ 保護者において、自動車による送迎をする場合は、特認校の校長の許可を受け

ること。 

 

（２） 児童の身体的条件 

   特認校への就学及び通常学級での学習や活動ができる心身の状態にある児童である 

こと。この場合において、必要があると認めるときは、保護者に対し、医師の診断書 

の提出を求め、調査確認をする。 

 

（３） 入学の時期及び期間 

   ア 原則として入学の時期は、各学年の始期とする。 

   イ 期間については、１年以上の通年通学の場合に限るものとし、夏季期間及び冬
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季期間等に限った短期間の入学は、これを認めない。 

 

（４） 生活指導上の条件 

   児童が保護者の元から離れ、他に寄留させて転入学をする場合は、これを認めない。 

 

（５） 保護者の協力 

   児童が正規の通学区域を越えて通学するため、登下校時における安全の確保、生活 

指導等の配慮が特に必要であり、保護者はこれを正しく理解し、特認校の学校長が支 

持する当該指導体制について、十分に協力しなければならない。 

 

（申請） 

第６条 特認入学を希望する保護者は、「学校指定変更申請書」（様式第１号）及び「通学 

状況届」（様式第２号）を委員会に提出しなければならない。 

 

（許可等） 

第７条 委員会は、前条に規定する申請書の提出を受けた場合において、審査の上、許可 

するときには、「学校指定決定通知書」（様式第３号）を保護者に通知するものとする。 

この場合において、特認校の校長に対してもその写しを通知するものとする。 

２ 不許可の場合は、「学校指定不許可決定通知書」（様式第４号）を保護者に通知するも

のとする。 

 

（特認校の校長の意見書） 

第８条 特認校の校長は、特認入学を希望する保護者及び児童と面接し、当該児童の行動、 

性格、健康等を的確に把握するとともに、通学時の安全、事故防止、生活指導等につい 

て保護者の協力を得られるか否か等の「意見書」（様式第５号）を委員会に提出しなけれ 

ばならない。 

 

（在籍校の校長の意見書） 

第９条 在籍校の校長は、在籍している児童が特認入学を希望する場合は、当該特認入学 

が適当か否かの判定のため、当該児童についての「意見書」（様式第６号）を委員会に提 

出しなければならない。 

 

（特認入学の取消） 

第１０条 委員会は、特認入学の許可後において、当該申請の事実と相違その他の特認入 

学の目的にそぐわない事由が生じたため、特認校の学校運営に支障があると認められる 

とき、又は保護者から「特認校（樽前小学校）許可取消申立書」の提出があった場合は、 

当該特認入学を取り消すことができる。 

 

（特認校卒業後の中学校への入学） 

第１１条 特認校卒業後、中学校への入学は、委員会が指定する正規の通学区域の中学校 

へ入学するものとする。 



（雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、特認校への入学等に関し必要な事項は、教育長

が別に定める。 

 

附  則 

この要綱は、平成６年１０月２０日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附  則 

この要綱は、令和５年１月２６日から施行する。 

 


